
 

４ 財政指標 

本市の普通会計（Ｐ25 参照）における財政状況について、各種財政指標を用い、

他の指定都市との比較も交えて分析してみました。 

 

（1）市債現在高及び公債費の推移 

市債現在高については、熊本地震に伴う災害復旧事業債の発行、臨時財政対策債

の増加により、令和4年度末は5,004億円となり、過去10年間で一番少ない平

成25年度の3,339億円と比べ1,665億円の増加となっています。 

このうち、臨時財政対策債については、平成13年度から、普通交付税の代替財

源として発行され、その現在高は年々増加し、令和4年度末は2,074億円となっ

ています。なお、熊本地震関連及び臨時財政対策債を除く市債残高については、過

去10年は減少傾向となっており、2,257億円と減少しています。 

臨時財政対策債については、後年度の償還費の全額が基準財政需要額に算入され、

地方団体の財政運営に支障が生じないよう措置される仕組みとなっています。 
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（2）将来負担比率及び実質公債費比率の推移 

将来負担比率及び実質公債費比率は、計画的な市債発行に努めてきたことや、指

定都市移行に伴う軽油引取税交付金等の新たな歳入や市税の増加により比率は低下

傾向にあります。令和４年度は、将来負担比率が102.2％で指定都市20市中低い

方から 13番目、実質公債費比率が 5.4％で低い方から７番目となっており、いず

れも早期健全化基準※1を大きく下回っています。 

今後も市債残高や公債費の推移に留意しつつ計画的な財政運営が必要となります。 

 

 

 

 

（3）市民一人当たりの市債現在高、将来負担比率の状況 

令和 4 年度の市民一人当たりの市債現在高は、686 千円で指定都市 20 市中低

い方から12番目であり、将来負担比率は、低い方から13番目となっています。 

また、臨時財政対策債を除く市民一人当たりの市債現在高は、40１千円で、指定

都市20市中低い方から９番目となっています。 

 

※１ 地方公共団体の財政健全化に関する法律に定める基準で、これらを超えると自主的な早期健全化や国の 

関与に基づく財政の再生を行うこととなる。（実質公債費比率：25.0％、将来負担比率：400.0％） 

※２ 令和４年度の将来負担比率については、基金への積増し等により将来活用可能な財源が増加したことや、 

職員数の減及び平均勤続年数の減により退職給与引当金が減少したことなどにより改善しています。 
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（4）財政調整基金現在高の推移 

財政調整基金については、熊本地震への対応として平成28年度に30億円、平

成29年度に23億円の取崩しに加え、新型コロナウイルス感染症対策として令和

元年度に７億円、令和２年度に４億円の取崩しを行いました。令和４年度には、近

年の決算収支の状況等を踏まえ、災害等への備えなど、年度間の財源不足の調整の

ため、６億円の積立てを行ったことから、残高は43億円となっています。 

 

 
 

（5）市民一人当たりの財政調整基金現在高の状況 

財政調整基金現在高の43億円を、市民一人当たりに換算すると、６千円（令和

3年度：5千円）となり、指定都市20市中19番目となっています。 
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（6）市債管理基金現在高の推移 

市債管理基金については、熊本地震に伴い発行した災害復旧事業債の後年度の償

還に備え、平成28年度に47億円の積立てを行い、令和元年度にも、熊本地震災

害廃棄物処理に係る災害対策債の償還に備えるため、９億円の積立てを行いました。  

その後、災害対策債の償還等のため取り崩したことから、基金現在高は60億円

となっています。 

 

 

 

（7）市民一人当たりの市債管理基金現在高の状況 

市債管理基金現在高の60億円を、市民一人当たりに換算すると、8.2千円（令

和３年度：8.5千円）となり、指定都市20市中５番目となっています。 
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Q.財政力指数ってなあに？ 

A：地方自治体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た

数値の過去３年間の平均値によって示されます。財政力指数が高いほど、財政的に

自立している団体といえます。 

（8）財政力指数の推移・状況 

都市の財政力を示す財政力指数は、数値が高いほど財政的に自立しているといえ、

指定都市移行後、近年は概ね横ばいで推移しており、令和４年度は 0.70となって

います。 

一方、他の指定都市と比較すると、20市中18番目（北九州市と同率）となってお

り、本市は財政的な自立度が低い団体といえます。 

今後も、高齢化の進展などによる社会保障関係経費の増大や、公共施設の老朽化

対策等が見込まれることから、市税をはじめとする自主財源のかん養と更なる歳出

の効率化を図ることにより、健全な財政運営を行っていく必要があります。 

 

 

ひごまるの疑問？？ 
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５ 熊本市の決算分析のまとめ 

  熊本市の決算規模は、令和４年度は前年度決算額よりも減少し、歳入が 4,085

億円、歳出が 3,994 億円となり、歳入・歳出ともに、令和２年度、令和３年度、

平成29年度に次ぐ過去４番目となりました。 

 

【歳入】 

  自主財源は、これまでも市税収入の増等により増加傾向にありましたが、令和４

年度は、市税収入が過去最高となったことなどから、さらに増加し、前年度より2.9

ポイント増の39.2％となりました。 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症に係る税制上の特例措置の縮小等に伴

う固定資産税の増収や、納税義務者数の増等に伴う個人市民税の増収等により、市

税収入が歳入全体の 30％を超えたものの、収入額は指定都市 20 市の中で最下位

となっており、収納率の向上や新たな財源確保の検討など、更なる自主財源の確保

に取り組む必要があります。 

  一方、国県支出金や市債などの依存財源は、子育て世帯関連給付金等の給付金事

業に係る国支出金の減少や、臨時財政対策債の発行額の減少による市債の減などに

より、前年度より減少しています。 

 

【歳出】 

人件費、扶助費、公債費の義務的経費が歳出全体に占める割合は、前年度より増

加し、約６割となっています。 

そのうち扶助費は、子育て世帯関連給付金等の給付金事業費の減などにより前年

度より減少しているものの、この 10 年間で歳出額が約 1.5 倍になっており、今

後も引き続き増加していくことが見込まれます。 

また、公債費は、過去の計画的な投資事業の抑制や、金利低下等により減少傾向

だったものの、熊本地震関連の市債の償還が本格化したことや、臨時財政対策債の

償還額の増により増加しています。 

投資的経費は、熊本地震からの復旧復興の進捗等によりコロナ禍前の水準から減

少していますが、今後、公共施設等の適正管理に向けた改修などに多くの経費が必

要になることが見込まれます。 

 

【財政指標】 

各種指標については、指定都市の中でも概ね平均的な状況ではあるものの、今後

も、社会保障関係経費の増加や、熊本地震関連の市債の償還額の増加、公共施設等

の適正管理の推進等を踏まえ、計画的な財政運営を行っていく必要があります。 
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～熊本市財政の中期見通し～ 

本市では、当初予算を編成する時期に、一般会計当初予算を基礎に一定の前提条件を設

定した上で、今後５年間の財政の中期見通しを策定し公表しています。 

令和５年度当初予算編成時に策定した財政の中期見通しの概要は以下のとおりです。 

※令和４年度の数値については公表時における最終予算を掲載しています。 

 

 

Ⅰ 本庁舎建替えの経費を計上するケース 

Ⅰ-１ 今後５年間の収支の見通し 

 歳入と歳出について直近の推移等を踏まえ推計したものです。 

 令和９年度まで収支不足は生じないという推計結果になっています。 

 

 
 

 

 

〔歳入〕 （単位：億円、％）

〔歳出〕

※（）内は、合併推進債を活用しない場合の計数。

　合併推進債に係る影響額については、民間活力の活用等による本市実質負担額の軽減や、基金の活用等により対応することを検討。

項目 R4 R5 R6 R7 R8 R9

1.市税 1,253 1,270 1.4 1,268

伸率 伸率 伸率 伸率 伸率

▲ 0.5▲ 0.2 1,277 0.7 1,287 0.8 1,280

660 0.8 666 0.9 682 2.4

2.地方交付税・臨時財政対策債※
656 637 ▲ 2.9 655 2.8

(660) (0.8) (665) (0.8) (681) (2.4)(656) (637) (▲ 2.9) (655) (2.8)

2.1 1,117 1.1 1,124 0.6 1,1433.国県支出金 1,306 1,082 ▲ 17.2 1,105 1.7

4.市債※

　注：臨時財政対策債除く

257 273 6.2 321 17.6 389 21.2 358 ▲ 8.0 289 ▲ 19.3

(▲ 8.0) (281) (▲ 18.6)

5.その他 580 553 ▲ 4.7 571 3.3 551

(257) (273) (6.2) (317) (16.1) (375) (18.3) (345)

▲ 3.5 589 6.9 581 ▲ 1.4

3,994 1.9 4,024 0.8 3,975 ▲ 1.2

合計※　Ａ
4,052 3,815 ▲ 5.9 3,920 2.8

(3,980) (1.6) (4,010) (0.8) (3,966) (▲ 1.1)(4,052) (3,815) (▲ 5.9) (3,916) (2.6)

項目 R4 R5 R6 R7 R8 R9
伸率 伸率 伸率

0.2 2,425 3.0 2,435 0.4

1.義務的経費※
2,391 2,290 ▲ 4.2 2,351 2.7 2,355

伸率 伸率

(2,391) (2,290) (▲ 4.2) (2,351) (2.7) (2,355) (0.2) (2,425) (3.0) (2,434) (0.4)

2.投資的経費 454 462 1.8 551 ▲ 13.019.3 618 12.2 583 ▲ 5.7 507

1,021 0.3 1,016 ▲ 0.5 1,033 1.73.その他の経費 1,206 1,062 ▲ 11.9 1,018 ▲ 4.1

合計※　Ｂ
4,051 3,814 ▲ 5.9 3,920 ▲ 1.22.8 3,994 1.9 4,024 0.8 3,975

収支　Ａ - Ｂ 1 1 0 0

(4,051) (3,814) (▲ 5.9) (3,920) (2.8) (3,994)

0 0

(1.9) (4,024) (0.8) (3,974) (▲ 1.2)

合併推進債に係る影響額 0 0 4 14 14 8
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Ⅰ-２ 市債残高・財政調整基金残高の推移 

 市債残高については今後 10年後まで推計を行っています。 

 

 〔合併推進債を活用する場合〕 

 

 

〔合併推進債を活用しない場合〕 
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Ⅱ 本庁舎大規模改修経費を計上するケース 

Ⅱ-１ 今後５年間の収支の見通し 

令和９年度まで収支不足は生じないという推計結果になっています。 

 

 

 

Ⅱ-２ 市債残高・財政調整基金残高の推移 

 

〔歳入〕 （単位：億円、％）

〔歳出〕

5 3収支　Ａ - Ｂ 1 1 5 3

3,909 0.5 3,945 0.9 3,938 ▲ 0.2合計　Ｂ 4,051 3,814 ▲ 5.9 3,889 2.0

1.7▲ 4.3 1,022 0.6 1,014 ▲ 0.8 1,0313.その他の経費 1,206 1,062 ▲ 11.9 1,016

532 1.9 507 ▲ 4.7 475 ▲ 6.32.投資的経費 454 462 1.8 522 13.0

0.2 2,424 2.9 2,432 0.31.義務的経費 2,391 2,290 ▲ 4.2 2,351 2.7 2,355

伸率 伸率 伸率 伸率 伸率
項目 R4 R5 R6 R7 R8 R9

▲ 0.22.1 3,912 0.5 3,950 1.0 3,941合計　Ａ 4,052 3,815 ▲ 5.8 3,894

551 ▲ 3.5 589 6.9 581 ▲ 1.45.その他 580 553 ▲ 4.7 571 3.3

306 3.7 284 ▲ 7.2 255 ▲ 10.2
4.市債

　（臨時財政対策債除く）
257 273 6.2 295 8.1

1,125 0.6 1,144 1.73.国県支出金 1,306 1,082 ▲ 17.2 1,105 2.1 1,118 1.2

660 0.8 665 0.8 681 2.42.地方交付税・臨時財政対策債 656 637 ▲ 2.9 655 2.8

▲ 0.5▲ 0.2 1,277 0.7 1,287 0.8 1,2801.市税 1,253 1,270 1.4 1,268

伸率 伸率 伸率 伸率 伸率
R8 R9項目 R4 R5 R6 R7
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